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企業における⾼度研究⼈材活⽤状況
• ⽇本企業は、従業員に占める研究者の割合が⾼い⼀⽅で、研究者に占める博⼠号
保持者の割合は低い。

注:研究⼈材集約度とは、従業員に占めるHC研究者数の割合である。⾼度研究⼈材活⽤度とは、HC研究者に占める博⼠号保持者の割合である。
⽇⽶共に研究開発を実施している企業を対象としている。
出典︓⽂部科学省科学技術・学術政策研究所科学技術指標2019 2



各国企業における博⼠号取得者の状況
• 企業の研究者に占める博⼠号取得者の割合について、他国に⽐べ低いのが現状。
• ⽶国では多くの⼤学院修了者が管理職として活躍しているのに対し、⽇本の企業役員のうち⼤学

院卒は１１．６％という現状。

企業の研究者に占める博⼠号取得者の割合 ⽶国の上場企業の管理職等の最終学歴

１．１％ （1,100⼈）
【前回調査１．７％ （1,500⼈）】中卒・⼩卒

１４．０％ （13,800⼈）
【前回調査１７．４％（15,600⼈）】⾼卒

８．９％ （8,800⼈）
【前回調査６．８％ （6,100⼈）】短⼤・⾼専、専⾨学校卒

６４．４％ （63,600⼈）
【前回調査６７．８％（60,700⼈）】⼤卒

１１．６％ （11,400⼈）
【前回調査６．３％ （5,600⼈））】⼤学院卒

出典︓
（⽇本）総務省統計局「平成29年科学技術研究調査」
（⽶国）”NSF, SESTAT”
（その他の国）”OECD Science, Technology, and R&D Statistics”
以上のデータを基に⽂部科学省作成

40.9％38.0％38.4％うちMBA取得

0.0％9.8％3.0％四年制
⼤卒未満

56.1％43.5％35.4％四年制
⼤学卒

43.9％45.6％61.6％⼤学院修了

0.0％5.4％14.1%うちPhD取得

経理部⻑営業部⻑⼈事部⻑

○⽇本の企業役員等の最終学歴（従業員500⼈以上）

出典：日本分：総務省「就業構造基本調査（平成２９年度）」（前回調査は平成２４年度）
米国分：日本労働研究機構が実施した「大卒ホワイトカラーの雇用管理に関する国際調査（平成９年）」
（主査：小池和男法政大学教授）
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博⼠号取得者の採⽤割合
• 採⽤した研究開発者は、修⼠号取得者が多く、博⼠課程修了者の割合は少ない。
• 採⽤者全体に占める博⼠課程修了者の割合は、2016年に増加したものの、その後は横ばい。

学歴・属性別 研究開発者を採⽤した企業割合の推移

出典︓⺠間企業の研究活動における調査報告2019（⽂部科学省 科学技術・学術政策研究所）

採⽤された研究開発者の学歴・属性別割合の推移
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⽇本における理系博⼠課程卒業者の職業別就職者数推移と内訳
• 2019年の理系博⼠課程卒業者の職業別就職者の内訳は、アカデミアが58.2％、⺠間企業等が36.0％とな

っている。

※「⺠間企業等」は専⾨的・技術的職業従事者のうち教員と研究者を除いた職業と管理的職業従事者、事務従事者、販売 従事者、サー ビス職業従事者、保安職業従事者、農林漁業従事者、⽣産⼯程従事者、輸送 ・機械
運転従事者、建設 ・採掘従事者、運搬 ・清掃・包装等従事者を対象とする。「上記以外のもの」とは教員のうち⼤学教員を除いた職業と上記以外の職業従事者を対象とする。
(出所）学校基本調査（2010年度〜2019年度）

【理系博⼠課程卒業者の職業別就職者数】 【2019年度理系博⼠課程卒業者の職業別就職者の内訳の割合】
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出典︓内閣府 平成31年度（2019年度） 科学技術基礎調査等委託事業「産業界と教育機関の⼈材の質的・量的需給マッチング状況調査」

企業における業務および事業展開・成⻑に重要な専⾨知識分野（2019年度）

機械・輸送機械 電気・電⼦ 材料化学プロセス・化学⼯学・化学物性・量⼦・ナノ 環境・エネルギー ⼟⽊・河川・港湾 都市・建築・⽣活・デザイン 情報・IT

技術系職種 全職種×全業種

機械、電気の専⾨知識分野は、学び
ニーズ、研究ニーズの双⽅が⾼い

情報系の基盤分野
は、学びニーズが
著しく⾼い

⼈⼯知能等の情報
系の先端分野は、
学びニーズよりも
研究ニーズが⾼い

■ 業務で重要な専⾨知識分野（＝学びニーズ, 2019年度）
■ 事業展開・成⻑に重要な専⾨知識分野（＝研究ニーズ, 2019年度）
■ 出⾝研究室等での専⾨知識分野（2019年度）

• 全業種平均の傾向としては、情報、機械、電気分野における学びニーズ、研究ニーズが⾼い。
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近年のITやAI⼈材に対する処遇

• 近年は、博⼠課程修了者や⾼度な技術⼒を持つ⼈材のニーズが⾼まっている。特にデ
ータ分析やAI技術を有する⼈材の処遇を予め開⽰し、積極的に採⽤している企業が増
加している。

博⼠卒⼈材の採⽤枠を設け
ている企業や業界

概要

⽇⽴ • 2021年度に⼊社する新卒者の採⽤で、デジタル⼈材の専⽤コースを新たに設ける。2021年
度の新卒採⽤予定者550⼈の1割超に相当する約70⼈を確保する。給与は個別に設定し、
同社が従来採ってきた学歴別の⼀律初任給から脱却する。

NEC • 選択制研究職プロフェッショナル制度を2019年10⽉から導⼊。同制度の年収は、基本給と
業績賞与からなり、基本給は社員の技術レベルを4段階に分け評価。業績賞与は、成果に応
じてゼロ円から上限なしで⽀払う。レベル3以上になると年収が1000万円を超える。

パナソニック • ⼈⼯知能（AI）やデータサイエンスなど先端技術の知⾒を持つ研究者を積極採⽤する⾼度
技術⼈材コースを2020年4⽉に新設。

• 研究実績や保有資格に応じ、年収は750万〜1250万円を想定（⽉給の最低⽔準は修⼠
卒初任給の約15万円プラス）。新規事業の創出などにつなげることを⽬的としてる。

• 博⼠号取得者ら数⼈を1年更新の嘱託社員として採⽤し、雇⽤期間は最⻑5年としている。
富⼠通 • ⾼度⼈事処遇制度を2020年4⽉から導⼊。AIやセキュリティ領域の専⾨⼈材を外部から採

⽤する。年収は最⾼で3500万円を⽀給することもあり得る。
NTTドコモ • NTTドコモは⼈⼯知能（AI）などで⾼い専⾨性を持つ技術者や、⾦融・決済などの成⻑領

域を先導する⼈材を市場価値に応じた報酬で採⽤する⼈事制度を新設。（2019年5⽉）
• 完全年俸制で成果に応じて賞与が⼤きく変動し、年俸3000万円超での処遇もあり得る。7



Society5.0で期待される⼈材像
 Society5.0の⼈材像としては、リベラルアーツ教育を通じてリテラシー、論理的思考⼒、規範的判断⼒、課題発⾒・解決⼒、
未来社会の構想・設計⼒と、⾼度専⾨職に必要な知識と能⼒を習得することが求められる。

 初等中等教育〜⼤学院教育を通じて能⼒を育成する必要があり、⼤学においては、少⼈数、双⽅向型のゼミや実験、PBL
型教育、海外留学体験が、能⼒育成に有効とされている。
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事業化・実⽤化

官⺠による若⼿研究者発掘⽀援事業
• 実⽤化に向けた⽬的指向型の創造的な研究を⾏う⼤学等に所属する若⼿研究者を発掘し、

若⼿研究者と企業との共同研究等の形成等を⽀援することで、次世代のイノベーションを担う
⼈材の育成、我が国における新産業の創出に貢献することを⽬指す。

• また採択に際し、「産学連携ガイドライン」の活⽤や⼤学等と企業双⽅への「産学連携の対応
窓⼝」の設置を求めていくことなどにより、企業と⼤学における産学連携機能の強化を図る。

実⽤化に向けた⽬的
指向型の創造的な基
礎〜応⽤研究を⾏う
若⼿研究者の研究
シーズ

産業競争⼒の根底
となる研究開発⼒
の向上ニーズ

研究開発型⺠間企業

⼤学等 ⺠間企業マッチングイベント＜若⼿研究者と企業が参加＞

⺠間企業のニーズに合わせた
研究シーズの課題克服を伴⾛
⽀援し、共同研究まで橋渡し

⼤学等の若⼿研究者★

⺠間企業⼤学等

NEDO*
￥

￥
共同研究等

マッチングサポートフェーズ

共同研究フェーズ

事業全体概念図

⺠間企業との共同研究等を
実施する若⼿研究者に
当該研究にかかる研究費を⽀援

共同研究等

2020年度はオンライン等を活⽤し、地域および全国区での開催を予定※

産学連携対応窓⼝ 産学連携対応窓⼝

マッチングサポート機関※による伴⾛⽀援
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令和3年度予算案額21.2億円（令和2年度予算15.0億円）

※AMED事業では、「開発サポート」機関が医療機器分野に対してマッチングサポートフェーズ「研究開発サポートフェーズ」を⽀援
*NEDO事業では、医薬・創薬、医療機器分野以外を⽀援。エネルギー・環境分野は、「エネルギー・環境分野の官⺠による若⼿研究者発掘⽀援事業」予算で⽀援
★若⼿研究者︓事業の開始年度の4⽉1⽇時点において、博⼠号の学位を取得、⼜は⼤学等の博⼠後期課程に在籍している者で、かつ45歳未満の研究者（NEDO事業）等

⼤学等

NEDO*/AMED※

￥
⺠間企業

マッチング



エンジニアの活躍の場は、実はとても広い︕
チャレンジマインドを持って
⾶び込む勇気を︕︕

ご清聴いただき、ありがとうございました


